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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　通信方法であって、
　マルチキャリアを用いて通信を行うことを含み、
　前記マルチキャリアの周波数配置は、概周期関数に基づく概周期周波数群から、サブキ
ャリア間の周波数間隔が等間隔である基準周波数配置における基準キャリア周波数に近い
概周期周波数を選択することによって決定される概周期周波数配置を含む
　通信方法。
【請求項２】
　通信方法であって、
　マルチキャリアを用いて通信を行うことを含み、
　前記マルチキャリアの周波数配置は、概周期周波数配置を含み、
　前記概周期周波数配置は、サブキャリア間の周波数間隔が、概周期関数に基づく概周期
的な非等間隔とされた配置である
　通信方法。
【請求項３】
　前記概周期周波数配置は、少なくとも、第１部分概周期周波数配置と、第１部分概周期
周波数配置以外の第２部分概周期周波数配置と、を含み、
　前記第２部分概周期周波数配置は、前記第１部分概周期周波数配置を周波数シフトして
得られる
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　請求項１又は２に記載の通信方法。
【請求項４】
　前記マルチキャリアの周波数配置は、各サブキャリア間が等間隔である周波数配置を更
に含む
　請求項１から３のいずれか１項に記載の通信方法。
【請求項５】
　通信機であって、
　送信符号に基づいて、マルチキャリアにおけるサブキャリアを変調する変調部を備え、
　前記マルチキャリアの周波数配置は、概周期関数に基づく概周期周波数群から、キャリ
ア間の周波数間隔が等間隔である基準周波数配置における基準キャリア周波数に近い概周
期周波数を選択することによって決定される概周期周波数配置を含む
　通信機。
【請求項６】
　通信機であって、
　送信符号に基づいて、マルチキャリアにおけるサブキャリアを変調する変調部を備え、
　前記マルチキャリアの周波数配置は、概周期周波数配置を含み、
　前記概周期周波数配置は、サブキャリア間の周波数間隔が、概周期関数に基づく概周期
的な非等間隔とされた配置である
　通信機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、マルチキャリア通信に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　地上デジタル放送の本格的運用と共に、超高精細な映像技術（４Ｋ・８Ｋ）を用いたよ
り高度な放送サービスの提供が要求されてきている。地上移動通信においては、周波数利
用効率が高く、高速・大容量通信、多数接続等が可能となる第５世代移動通信システムの
国際標準化に向けた研究開発が進められている。地上デジタル放送および４ＧＬＴＥ方式
では、占有周波数帯域の狭帯域化および周波数選択性干渉に対する耐干渉特性を有するＯ
ＦＤＭ方式採用されている。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００３】
【非特許文献１】梅野健、”概周期関数に基づくスペクトル拡散通信について－概周期と
カオスとの違いについて－”、信学技報、vol.114,no.250 NLP2014-64, pp.87-90(2014),
一般社団法人電子情報通信学会
【発明の概要】
【０００４】
　同期した周期関数を用いたＯＦＤＭ方式では、一般的にＰＡＰＲ（Peak to average po
wer ratio）が高く、通信品質の劣化を招き易い。また、送信系での相互変調歪みから占
有帯域幅の拡大と隣接干渉が増加する欠点もあり、周波数有効利用からも課題が残ってい
る。
【０００５】
　本発明は、上記の課題の解決に関連してなされたものである。
【０００６】
　本発明の一の態様は、通信方法であって、マルチキャリアを用いて通信を行うことを含
み、前記マルチキャリアの周波数配置は、マルチキャリア間が非同期であり、周波数間隔
が非等間隔である概周期周波数配置を含む。なお、ここでは、通信は、放送を含む意であ
る。本発明の他の態様は、通信機であって、送信符号に基づいてサブキャリアを変調する
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変調部を備える。サブキャリアの周波数配置は、フレーム時間長に対して非同期となる概
周期配置を含む。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】概周期周波数配置の決定手順を示すフローチャートである。
【図２】概周期周波数配置生成装置のブロック図である。
【図３】素数から求めた概周期周波数をプロットした図である。
【図４】等間隔周波数配置の模式図である。
【図５】素数の総数対周波数標準偏差を示す図である。
【図６】通信機のブロック図である。
【図７】概周期周波数多重変調の説明図である。
【図８】出力部及び入力部のブロック図である。
【図９】マルチアクセス通信システムのブロック図である。
【図１０】ＰＡＰＲシミュレーションの模式図である。
【図１１】ＰＡＰＲ補償部を備えた送信部のブロック図である。
【図１２】ＰＡＰＲ補償部のブロック図である。
【図１３】ＰＡＰＲを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、本発明の好ましい実施形態について添付図面を参照しながら説明する。
【０００９】
［１．実施形態の概要］
　実施形態に係る通信方法は、マルチキャリアを用いて通信を行うことを含む通信方法で
ある。マルチキャリアの周波数配置は、キャリア間の周波数間隔が非等間隔である概周期
周波数配置を含む。実施形態において概周期周波数配置とは、信号列の区切りとするフレ
ーム時間長に対して何れのサブキャリア間においても非同期である周波数配置であり、非
等間隔な配置を含む。また、概周期周波数（Ａｌｍｏｓｔ　Ｐｅｒｉｏｄｉｃ　Ｆｒｅｑ
ｕｎｅｃｙ）とは、概周期周波数配置上の各々のサブキャリアの周波数をいう。
【００１０】
　ここで、従来のＯＦＤＭでは、キャリア（サブキャリア）を互いに干渉させないように
、サブキャリアの周波数間隔は、直交条件を満たすように等間隔で設定される。ＯＦＤＭ
では、直交条件を満たす等間隔のサブキャリア配置とすることで、各サブキャリアの帯域
が重複するようにサブキャリアの周波数間隔を小さくしても、サブキャリア同士の干渉を
防止できる。ただし、ＯＦＤＭでは、サブキャリアが周期的に等間隔で配置されているた
め、ＰＡＰＲが高くなりやすい。これに対して、本実施形態では、フレーム時間長に対し
て各々のサブキャリアが非同期となる概周期周波数配置であるため、キャリア多重数が多
くなっても、ＰＡＰＲが高くなるのを抑制できる。
【００１１】
　概周期周波数配置は、概周期関数に基づいて決定することができる。概周期関数は、Ｗ
ｅｙｌ系列に基づくものすることができる。Ｗｅｙｌ系列は、無理数の整数倍の小数部分
は［０，１）に一様分布するというＷｅｙｌの一様分布定理に基づいている。また、拡張
して実数倍の小数部分も［０，１）に一様分布する。概周期周波数は、無理数群から決定
されてもよいし、無理数の有効桁数を制限した有理数群から決定されてもよいし、概周期
関数に基づいて決定される無理数に近似する有理数群から決定されてもよい。
【００１２】
　概周期周波数配置は、サブキャリア間の周波数間隔が等間隔に近い配置にする場合には
、サブキャリアの周波数間隔が等間隔である基準周波数配置を決めて、概周期関数を用い
た素数から生成された概周期周波数群から、サブキャリア間の周波数間隔が等間隔である
基準周波数配置における基準キャリア周波数に近い概周期周波数を選択することによって
決定することができる。概周期周波数群は、概周期関数を用いて生成できる。基準周波数
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配置は、ＯＦＤＭにおけるキャリア周波数配置のように、直交条件を満たし、キャリア間
の周波数間隔が等間隔である周波数配置が好ましいが、適用する通信の形態によって最適
な基準周波数配置を決めても良い。基準キャリア周波数は、基準周波数配置における各キ
ャリア周波数である。基準キャリア周波数に近い概周期周波数を決定した場合には、キャ
リアを密に配置でき、キャリア間の干渉も抑えることができる。
【００１３】
　複合した概周期周波数配置は、少なくとも、第１部分概周期周波数配置と、第１部分概
周期周波数配置以外の第２部分概周期周波数配置と、を含み、第１部分以外の第２部分概
周期周波数配置は、第１部分概周期周波数配置を周波数シフトして容易に得られる。第１
部分概周期周波数配置は、概周期関数に基づき決定することができる。第１部分概周期周
波数配置以外の第２部分概周期周波数配置は、第１部分概周期周波数配置を周波数シフト
して得ることで、フレーム時間長に対して第１部分と第１部分以外の各々のサブキャリア
が非同期とすることが出来て、概周期周波数配置を得る事ができる。なお、周波数シフト
によって、第１部分概周期周波数配置から、複数の部分概周期周波数配置を得ても良い。
すなわち、周波数シフトによって、１又は複数の部分概周期周波数配置を得ることができ
る。複数の部分概周期周波数配置を得る場合、第１部分概周期周波数配置からの周波数シ
フト量をそれぞれ異ならせればよい。
【００１４】
　マルチキャリアの周波数配置は、サブキャリアの空白部分を含んでいても良い。キャリ
アの空白部分は、例えば、サブキャリア間干渉を防止するガード区間として用いても良い
し、ノイズ測定用区間として用いても良い。
【００１５】
　マルチキャリアの周波数配置は、概周期周波数配置を含むとともに、概周期周波数配置
ではない周波数配置も部分的に含んでも良い。例えば、マルチキャリアの周波数配置は、
フレーム時間長に対してサブキャリアが同期となる周波数配置を含んでいても、概周期周
波数配置の非同期は維持される。マルチキャリアの周波数配置は、パイロット周波数を含
んでも良い。また、パイロット周波数を用いて搬送波再生を行っても良い。
【００１６】
　マルチキャリアに含まれる各キャリアには、伝送効率を上げるためにＱＰＳＫ、Ｎ－Ｑ
ＡＭなどのＮ値多重変調が行われていても良いし、パワーレベル変調が行われていても良
いし、位相変調が行われていても良い。マルチキャリアのフレームに窓関数をかけてスペ
クトラムを一様化してもよい。
【００１７】
　マルチキャリア通信の送信系では、概周期周波数配置のマルチキャリアの時間軸上の信
号を、ＦＦＴ処理した後、送信周波数を帯域制限し、その後、ＩＦＦＴ処理して時間軸上
の信号に変換して送信することができる。
【００１８】
　マルチキャリア通信の受信系では、送信に用いられた概周期周波数配置と同じ概周期周
波数配置を予めＦＦＴ処理しておき、概周期周波数配置のマルチキャリアの受信信号のＦ
ＦＴ処理後に相互相関値を求めて、送信された概周期周波数の変調された符号を検出する
ことができる。相互相関値は、時間軸上で求めてもよいし、クロススペクトラムから求め
ても良い。
【００１９】
　マルチキャリア通信の送信系では、概周期周波数配置のマルチキャリア送信の電力に制
限を加えて、ＰＡＰＲをより改善してもよい。
【００２０】
　マルチキャリア通信の送信系では、概周期周波数配置のマルチキャリア信号を、必要な
無線周波数バンドに周波数コンバート（アップコンバート）し、受信系では、無線周波数
バンドの受信信号をダウンコンバートして基底周波数帯の概周期周波数配置のマルチキャ
リア信号を得ても良い。
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【００２１】
　概周期周波数配置のマルチキャリアを用いたマルチアクセス通信システムにおいて、個
々の端末から送信される送信電力を制御し、基地局（サーバ局）での受信レベルを略一定
にしてもよい。
【００２２】
［２．実施形態の詳細］
［２．１　概周期周波数の決定］
　図１は、概周期周波数配置の決定のための手順を示し、図２は、概周期周波数配置生成
装置（概周期周波数配置生成部）１０を示している。概周期周波数配置生成装置１０は、
例えば、プロセッサ及びメモリを有するコンピュータによって構成される。概周期周波数
配置生成装置１０を構成するコンピュータは、メモリに記憶されたコンピュータプログラ
ムを実行することにより、図１に示す手順を実行し、図２に示す概周期周波数配置生成装
置として機能する。概周期周波数発生装置１０は、通信機に搭載されていてもよいし、通
信機とは別の装置として構成されてもよい。
【００２３】
　図２に示す概周期周波数配置生成装置１０は、素数群記憶部１１と、概周期周波数群の
計算・記憶部１２と、基準周波数配置の計算・記憶部１３と、概周期周波数配置の検索・
記憶部１４と、を備えている。素数群記憶部１１は、概周期周波数を計算するために用い
られる多数（例えば、１０００万個）の素数を記憶する。概周期周波数群計算・記憶部１
３は、素数群記憶部１１に記憶された素数を用いて、概周期周波数を計算し、記憶する。
基準周波数配置の計算・記憶部１３は、概周期周波数配置を決定するために用いられる基
準周波数配置を計算し、記憶する。概周期周波数配置の検索・記憶部１４は、概周期周波
数群から、基準周波数配置における基準キャリア周波数に近い概周期周波数を検索して選
択し、概周期周波数配置を決定し、決定された概周期周波数配置を記憶する。
【００２４】
　図１に戻り、概周期周波数の決定には、まず、概周期周波数群の計算・記憶部１２によ
って、概周期周波数群の計算が行われる（ステップＳ１１）。概周期周波数群の計算・記
憶部１２は、図１のステップＳ１１中の式（概周期関数）に従って、概周期周波数ｆｋを
計算し、記憶する。ステップＳ１１中の式において、ｎは任意の整数又は実数であるが、
例えば、１．５，２又は３とすることができる。また、（ｍｏｄ　１）は、実数の小数部
分を求める関数である。
【００２５】
　なお、概周期関数は、図１に示す形式に限定されるものではない。例えば、図１のステ
ップＳ１１中の式（概周期関数）は、無理数の概周期周波数を求めるために、素数のｎ乗
根から求める例を示しているが、無理数周波数は、ｅのｎ乗（ｅｎ）であってもよいし、
無理数の加減剰余算によって求めても良い。有理数の概周期周波数を求めるには、無理数
の概周期周波数の桁数制限や、整数の分数として求めるなどの方法がある。
【００２６】
　素数は、無限に存在するため、概周期関数は無限に生成できる。図３（ａ）は、図１に
示す概周期関数においてｎ＝２である場合に得られる正規化周波数（０［Ｈｚ］から１［
Ｈｚ］の範囲の周波数）をプロットしたものであり、図３（ｂ）は、同じくｎ＝１．５で
ある場合に得られる正規化周波数をプロットしたものである。図３において、横軸は素数
の大きさを示し、縦軸は正規化周波数を示す。図３（ａ）（ｂ）において黒い部分がプロ
ットされた点を示しており、素数から、正規化周波数の全範囲（０から１）にわたって多
数の周波数が一様に分布していることがわかる。
【００２７】
　また、ステップ１２において、基準周波数配置の計算・記憶部１３により、基準周波数
配置が計算される。図４は、基準周波数配置の例を示している。基準周波数配置は、ＯＦ
ＤＭと同様に、キャリア間の周波数間隔Δｆが等間隔である。正規化周波数（０～１）の
範囲で基準となる複数のキャリア（複数の基準キャリア）を配置する場合、キャリア間の
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周波数間隔Δｆは、基準キャリアの総数Ｎによって決定される。すなわち、周波数間隔Δ
ｆ＝１／Ｎである。基準キャリアの総数Ｎは、符号多重数でもあり、２の冪であるのが計
算負荷の低減上好ましい。図４において、Ｃ１～ＣＮは、Ｎ本の基準キャリアを示してい
る。また、図１において、Δｆ／２は、正規化周波数の範囲の両側にある基準キャリア（
サブチャネル）Ｃ１，ＣＮと、通過帯域幅のエッジ（正規化周波数が０又は１）との周波
数差を示している。
【００２８】
　ここで、符号当たりの時間長をΔＴとすれば、多重化数Ｎに応じて概周期関数のフレー
ム時間長はＮΔＴを単位として信号処理をすればよい。信号処理する時間長Ｔ＝ＮΔＴで
ある。また、１／ＮΔＴが基本周波数となり、Δｆ＝１／（ＮΔＴ）であり、通過帯域幅
ＢＷは、ΔｆのＮ倍から、ＢＷ＝１／ΔＴ［Ｈｚ］となる。
【００２９】
　ステップＳ１３において、概周期周波数配置の検索・記憶部１４は、ステップＳ１２に
おいて得られた概周期周波数群から概周期周波数配置に用いられる概周期周波数が検索さ
れる。ステップＳ１４では、検索された概周期周波数のうち、ターゲットとなる基準キャ
リアＣ１～ＣＮそれぞれの周波数に最も近いＮ個の概周期周波数が抽出され、抽出された
Ｎ個の概周期周波数からなる概周期周波数配置が決定される。
【００３０】
　図１に示す概周期関数から得られる概周期周波数は、無理数となるため、有理数である
基準キャリアＣ１～ＣＮの周波数とは一致しない。このため、検索されたＮ個の概周期周
波数からなる概周期周波数配置は、非等間隔となる。ただし、等間隔である基準キャリア
Ｃ１～ＣＮに近い周波数が選択されるため、概ね等間隔となる。なお、概周期周波数が、
有理数である場合には、基準キャリアＣ１～ＣＮの周波数とは一致しないが、基準キャリ
アＣ１～ＣＮの周波数に近いものを選択すればよい。
【００３１】
　図５は、選択された概周期周波数が、基準キャリアＣ１～ＣＮの正規化周波数にどの程
度近いかを基準キャリアＣ１～ＣＮの正規化周波数からの周波数標準偏差（ｓｔａｎｄａ
ｒｄ　ｄｅｖｉａｔｉｏｎ）で示している。図５において、横軸は、ステップＳ１１にお
いて用いられた素数の総数であり、縦軸は正規化周波数標準偏差を示している。図１３に
示すように、素数の総数が大きいほど、基準キャリアＣ１～ＣＮに近い周波数を選択しや
すくなり、周波数標準偏差が小さくなる。例えば、素数の総数が、１００万を超えると、
周波数標準偏差は、０．００１程度ないしそれ以下となり、概周期周波数配置の非同期は
維持されたままでサブキャリア間の干渉を減らす事ができる。図５に示すように、素数の
総数が増加すると標準偏差はゼロに近づき、ＯＦＤＭ方式に近づくとこととなる。
【００３２】
［２．２　通信機］
　図６は、概周期周波数配置のマルチキャリアによって通信を行う通信機２０を示してい
る。通信機２０は、マルチキャリア信号の送信機３０と、マルチキャリア信号の受信機４
０と、を備えている。
【００３３】
　送信機３０は、入力部３１と、シリアルパラレル変換部３２と、サブキャリア変調部３
３と、概周期周波数配置のマルチキャリア発生部３４と、出力部３５と、同期信号発生部
３６と、を備えている。
【００３４】
　入力部３２は、通信機２０が有する図示しない信号処理装置から、送信符号（送信デー
タ）の入力を受け付け、必要であればマルチキャリア変調に先立って行われるべき前処理
を行う。シリアルパラレル変換部３２は、入力部３２から出力されたシリアル符号（シリ
アルデータ）を、多重符号長Ｎに対応したパラレル数を持つパラレル符号（パラレルデー
タ）に変換する。符号長Ｎのパラレル符号が、送信符号となる。
【００３５】
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　サブキャリア変調部３３は、図７に示す概周期周波数多重変調を行う。サブキャリア変
調部３３は、符号長Ｎの送信符号（ｄ１ｄ２ｄ３・・・ｄＮ－１ｄＮ）のサブキャリア変
調を行って、符号列（ｙ１ｙ２ｙ３・・・ｙＮ－１ｙＮ）で示される概周期周波数配置マ
ルチキャリア信号を出力する。サブキャリア変調部３３は、概周期周波数配置のマルチキ
ャリア発生部３４から与えられたマルチキャリアに基づき、マルチキャリア変調を行う。
概周期周波数配置のマルチキャリア発生部３４は、図２に示す概周波数配置生成部１０を
備えて構成されていてもよいし、図２に示す概周波数配置生成部１０によって決定された
概周期周波数配置が設定されており、設定された概周期周波数配置のキャリアを発生する
ものであってもよい。
【００３６】
　図７に示す入出力関係式において、要素ａｋｂｋ～ｐｋ（１≦ｋ≦Ｎ）を有する行列は
、Ｎ×Ｎ行列である。また、図７において、ρｄｋは、Ｎ個のキャリアを有する概周期周
波数配置において、ｋ番目の周波数を生成するために用いられた素数である。また、図７
において、θｋは、任意の実数であり、０であってもよい。
【００３７】
　なお、図７に示す入出力関係式において、要素ａｋｂｋ以外の要素ｃｋ～ｐｋの定義を
明示していないが、要素ａｋｂｋの定義に含まれるＡｋ，Ｂｋを、Ｃｋ～Ｐｋに置換すれ
ばよい。Ｃｋ～Ｐｋは、Ａｋ，Ｂｋと同様にｋ番目のキャリアの振幅値である。
【００３８】
　サブキャリア変調部３３から出力されたサブキャリア信号は、出力部３５に与えられ、
出力部３５から、概周期サブキャリア出力信号（概周期周波数サブキャリア合成信号）と
して伝送路（無線伝播路など）へ出力される。
【００３９】
　なお、シリアルパラレル変換部３３、サブキャリア変調部３３、及び出力部３５は、同
期信号発生部３６から与えられる同期信号に基づいて動作する。
【００４０】
　受信機４０は、入力部４１と、サブキャリア復調部４２と、概周期周波数配置の周波数
発生部４３と、パラレルシリアル変換部４４と、出力部４５と、同期信号発生部４６と、
を備えている。
【００４１】
　入力部４１は、受信信号（概周期周波数サブキャリア合成信号）の入力を受け付け、受
信信号をサブキャリア復調部４２に与える。サブキャリア復調部４２は、受信信号の送信
側で用いられた概周期周波数（復調用概周期周波数配置；概周期複素搬送波）と、受信信
号との相互相関値（複素相関値）を求めることで復調を行う。復調用概周期周波数配置の
周波数は、概周期周波数配置の周波数発生部４３から与えられる。信号の相互相関値は、
例えば、以下の「時間軸上で求める方法」「クロススペクトラムから求める方法」を採用
できる。
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【数１】

【００４２】
　復調部４２からから出力された信号は、パラレルシリアル変換部４４によってシリアル
データに変換される。このシリアルデータは、出力部４５を介して、図示しない信号処理
装置へ、復調された符号として、出力される。
【００４３】
　なお、入力部４１、サブキャリア復調部４２、概周期周波数配置の周波数発生部４３、
パラレルシリアル変換部４４は、同期信号発生部４６から与えられる同期信号に基づいて
動作する。
【００４４】
　図８（ａ）は、帯域制限機能を有する出力部３５を示している。この出力部３５は、変
調部３３から与えられた概周期周波数サブキャリア合成信号（時間領域信号）の入力を受
け付ける入力処理回路３５１と、ＦＦＴ処理回路３５２と、帯域制限処理回路３５３と、
ＩＦＦＴ処理回路３５４と、を備えている。ＦＦＴ処理回路３５２は、時間領域信号であ
る概周期周波数サブキャリア合成信号を周波数領域信号に変換する。帯域制限処理回路３
５３は、信号の周波数帯域を制限し、不要な周波数成分を除去する。ＩＦＦＴ処理回路３
５４は、帯域制限された信号を時間軸領域信号に戻す。出力部３５が、図８（ａ）に示さ
れる構成を有することで、概周期周波数サブキャリア合成信号に対する帯域制限が可能で
ある。
【００４５】
　図８（ｂ）は、帯域制限機能を有する入力部４１を示している。この入力部４１は、受
信信号である概周期周波数サブキャリア合成信号（時間領域信号）の入力を受け付ける入
力処理回路４１１と、ＦＦＴ処理回路４１２と、帯域制限処理回路４１３と、ＩＦＦＴ処
理回路４１４と、を備えている。ＦＦＴ処理回路４１２は、時間領域信号である概周期周
波数サブキャリア合成信号を周波数領域信号に変換する。帯域制限処理回路４１３は、信
号の帯域を制限し、不要な周波数成分を除去する。ＩＦＦＴ処理回路４１４は、帯域制限
された信号を時間軸領域信号に戻す。帯域制限された信号が、サブキャリア復調部４２に
与えられる。
【００４６】
　図９は、多数の端末と基地局とを有するマルチアクセス通信システムを有している。前
述の通信機１０は、図９の基地局であってもよいし、端末であってもよい。個々の端末か
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ら送信される概周期マルチキャリア信号の送信電力は、基地局からの指示に基づいて、端
末によって制御され、基地局での受信レベルがほぼ一定としても良い。
【００４７】
［２．３　ＰＡＰＲ］
　図１０は、ＯＦＤＭ方式の信号及び概周期周波数配置サブキャリア合成信号それぞれの
ＰＡＰＲのシミュレーション値を示している。図１０において、横軸は、サブキャリア多
重数を示し、縦軸はＰＡＰＲを示す。図１０に示すように、サブキャリア多重化数が５１
２を超えると、概周期周波数配置マルチキャリア信号のＰＡＰＲは、ＯＦＤＭ信号のＰＡ
ＰＲよりも低下し良好な特性を示す傾向があることがわかる。また、多重化数が１０００
以上ではＰＡＰＲが減少の傾向にあるのはＷｅｙｌ系列の誤差オーダがＯ（１／√Ｎ）と
なる効果と考えられる。
【００４８】
［２．４　ＰＡＰＲ補償］
　図１１は、通信機２０が有する受信機３０の変形例を示している。図１１の受信機３０
は、図６に示す受信機３０にＰＡＰＲ補償部３７を追加したものである。ＰＡＰＲ補償部
３７は、例えば、サブキャリア変調部３３と出力部３５との間に設けられる。ＰＡＰＲ補
償部は、概周期周波数サブキャリア合成信号の時間軸上のベクトルのノルムのピーク値に
制限を加えて、概周期周波数サブキャリア合成信号のＰＡＰＲを改善する。ＰＡＰＲが改
善された概周期周波数サブキャリア合成信号は、出力部３５を介して、伝送路（無線伝播
路など）へ出力される。
【００４９】
　図１２は、ＰＡＰＲ補償部３７の回路構成例を示している。ＰＡＰＲ補償部３７は、入
力部３７ａ、ピーク値検出部３７ｂ、インパルス新号発生部３７ｃ、複素合成部３７ｄ、
及び出力部３７ｅを備えている。
【００５０】
　入力部３７ａは、概周期周波数サブキャリア合成信号の入力を受け付ける。ピーク値検
出部３７ｂは、入力部３７ａから出力された概周期周波数サブキャリア合成信号のピーク
の時間軸上における位置とピーク値とを検出する。検出されたピーク値が、規定値を超え
たときには、複素合成部３７ｄは、インパルス信号発生部３７ｃによって発生した信号を
、入力部３７ａから出力された概周期周波数サブキャリア合成信号に対して、ピーク値と
は逆極性で複素合成する。これにより、ピークが抑制され、ＰＡＰＲが低減する。ピーク
が抑制された概周期周波数サブキャリア合成信号は、出力部３７ｅを介して出力される。
インパルス信号発生部３７ｃによって発生した信号は、検出されたピーク値と規定値との
差に対応した逆インパルス信号である。また、図１２にあるＰＡＰＲ補償部３７は、ＰＡ
ＰＲ補償処理を複数繰り返すことによりPAPRをより改善できる事は明らかである。
【００５１】
　図１３は、図１２のＰＡＰＲ補償部３７によって、ピークを制限した結果を示している
。図１３は、概周期周波数サブキャリア合成信号におけるピークの標準偏差をσとした場
合に、逆インパルス信号の大きさ（ピーク制限レベル）を、２σ、１．８σ、１．６σに
設定した場合それぞれのＰＡＰＲと、ＰＡＰＲ補償なしの場合のＰＡＰＲを示している。
なお、ＰＡＲＰ補償なし概周期周波数サブキャリア合成信号の場合、ＰＡＰＲは８～９［
ｄＢ］程度あるのに対して、ＰＡＰＲ補償を行った場合には、ＰＡＰＲが低減できている
。また、ピーク制限レベルを深くするほどＰＡＰＲを低減できる。
【００５２】
　図１３において、概周期周波数サブキャリア合成信号を構成する各サブキャリアの周波
数標準偏差を示しており、周波数標準偏差がゼロの場合、ＯＦＤＭとなる。ＯＦＤＭの場
合、通常、ＰＡＰＲは１０ｄＢ程度である。図１３から明らかなように、概周期周波数サ
ブキャリア信号は、ＰＡＰＲ補償なしでもＯＦＤＭよりもＰＡＰＲを低減できており、Ｐ
ＡＰＲ補償を行うことにより、さらにＰＡＰＲを低減できる。
【００５３】
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［２．４　まとめ］
　本実施形態によれば、サブキャリア複素周波数間を非同期にする関係を用いて、ＰＡＰ
Ｒを低減させ、送信系での相互変調積の低減による周波数利用効率の向上が可能である。
また、本実施形態によれば、送信電力の効率化により伝送容量が増加できる超多重化、超
マルチアクセス通信システムの実現が可能である。本実施形態において開示の技術は、音
響・電波利用システムから光通信まで広範囲の通信システム（放送システムを含む）に適
用できる。
【符号の説明】
【００５４】
　１０　概周期周波数配置生成装置
　２０　通信機
　３０　送信機
　３３　サブキャリア変調部
　４０　受信機
　４２　サブキャリア復調部

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１３】
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